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横浜における持続可能な福祉社会の構築について
【全体の構成】 
１　横浜を取り巻く状況
２　横浜における福祉社会構築の方向性

３　そのために行うべき、具体的な行動

４　最後に



１　横浜を取り巻く状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）様々な市民像

持続可能な福祉社会の構築に向けた検討を始めるにあたって、まずはサービスの受け手となる「市民」のイメージを整理することが重要である。一口に「市民」と言っても、市内には約368万人の市民がいて、さまざまな市民像がある。
本分科会では、次のような８つの市民像を念頭に置きながら、検討をすすめることとした。
【横浜市民白書2009による、８つの市民像】

①経済的に大きな不安を抱える子育て世代（11.4％）

②生活不安のない経済的・社会的に恵まれた若年世代（12.5％）

③生活の強い不安はないが、親族や地域とのかかわりが少ない働き盛り（15.1％）

④健康不安と孤立感の強い向老期（5.6％）

⑤最低生活の確保に強いリスクを抱いている２つの世代（20代と高齢期前）（5.6％）

⑥生活不安がほとんどないリタイア世代（9.1％）

⑦病気や介護の不安があるが、人間関係に恵まれた高齢者（15.4％）

⑧世代にかかわりなく、平穏に暮らしている市民（25.3％）
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（２）今後予想される変化
いわゆる団塊の世代が75歳となる2025年とは、どのような社会となるのか。

さまざまな変化が予想され、その姿を描くことは非常に困難であるが、このうち、変化の度合いや影響が大きく、かつ確実性が高いと思われる変化に着目して、検討をスタートした。

①年齢構成の変化（それに伴う福祉サービスへの需要の拡大）

　
○急速に進む高齢化

横浜市においても少子高齢化は進行し、2025年には市内の人口の高齢者人口は約100万人となる見込みである。これは市内人口の26.8％であり、４人に１人以上が65歳以上の高齢者となる見込みである。
　横浜市の特徴として、2025年においても高齢化率は全国平均に比べて低いと見込まれるものの、2005年と比べた指数（増加率）は全国水準よりも高く、高齢化のスピードが速いという点があげられる。

○要介護認定者数は市内で約20万人に
2000年の介護保険導入以降、要介護認定者数は年々増加しており、2025年には、19.6万人が要介護の認定を受けると推計され、これは平成22年1月1日時点の1.75倍である。

○75歳から要介護認定率は急増

介護保険の要介護認定率を年齢別に見ると、65～74歳（前期高齢者）では約５％、75歳以上（後期高齢者）では約30％となっている。つまり、前期高齢者の大半は「元気高齢者」であり、本当の「介護問題」は後期高齢者の課題である。したがって、団塊の世代が75歳以上となる2025年頃に、介護ニーズが飛躍的に高まることが予想される。

○少なくとも約10万人が認知症高齢者に
これまでの経験値から、要介護認定を受けた高齢者の約半数に、認知症の何らかの影響が見られることがわかっている。この傾向がそのまま続けば、2025年には、少なくとも19.6万人×50％＝9.8万人が認知症高齢者になると推定される。

②家族の変化
○高齢者の70％程度が単身又は夫婦のみ世帯となる見込み

65歳以上の高齢者のいる世帯において、単身及び夫婦のみ世帯の割合は一貫して増加している。単身及び夫婦のみ世帯数は増加しており、このペースで増加を続けると、2025年には高齢者の70％程度が単身又は夫婦のみ世帯となる可能性がある。

　○「単独世帯」が今後最も多い世帯類型となる

横浜市将来人口推計によると、家族類型別世帯数の割合が、2025年には「夫婦と子供からなる世帯」よりも「単独世帯」のほうが多くなり、「単独世帯」が最も多い世帯のタイプとなると見込まれている。

今後も、核家族化以上に単独世帯化が進み、世帯規模はさらに小規模化していくであろう。

　

○未婚率・離婚率の上昇により、単独世帯はさらに増加が見込まれる

横浜市の生涯未婚率（50歳時点での未婚率）の推移を見ると、1990年以降、男女ともに上昇傾向にある。また、若年層の未婚率と同様の動きを示しており、30～34歳の男性の未婚率は2005年時点で約半数で、1980年から約20％上昇している。
婚姻件数が減少する一方で、離婚件数は増加している。1990年代に大きく増加し、2005年時点での離婚率は2.06％となっている。

　こうした傾向が今後も続けば、単独世帯はますます増加すると見込まれる。（2005年時点では30.2％が単独世帯である）
③地域の変化

○郊外部の団地を中心に、コミュニティの次世代継続が困難な地域が発生

主に1960年代後半から1970年代にかけて開発された郊外部の団地において、若年層の転出と高齢者の増加が同時に進んでおり、地域コミュニティの次世代への継続や高齢者の福祉についての取組みが必要となっている。

○自治会町内会への加入率は減少傾向

自治会町内会の加入率は、8割弱となっており、大都市の中では高い水準である一方で、加入率は年１％程度のペースで、年々減少している。

○市民活動への参加意欲が減少

2006年時点で「市民活動に参加してみたいとは思わない」と回答した市民は約3分の１（34.1％）となっており、1995年の調査と比較して、参加を希望しない市民の割合（19.4％）が、約15％増加している。

平成22年度（2010年）の市民意識調査では、「市民活動に参加してみたいと思わない」が41.8%となり、この４年間で市民活動への参加意欲はさらに減退している。

○隣近所との付き合い方は希薄化

隣近所との付き合い方について、隣近所の「顔も良く知らない」という市民が増加する一方で、「困ったときに相談したり、助け合ったりする」割合は減少し続けている。

○ＮＰＯの数は、一貫して増加

横浜市には1,200を超える多数のＮＰＯが存在しており、一貫して増加している。このうち、約6割が保健医療・福祉分野で活動している。また、訪問介護の事業主体として、ＮＰＯ法人が全体の13％を占めている。（平成22年1月時点）

④ＩＣＴ・コミュニケーションの変化
○インターネットの普及率は、すでに8割弱に
総務省の平成21年度通信利用動向調査によると、平成21年末のインターネット利用者数は、9,408万人、普及率78.0％となっている。近年、増加率は鈍化したものの、依然として増加傾向である。

特に、65～69歳の利用率は、20年末の37.6％と比べて21年末には58.0％と、他の年齢層と比較して大幅に増加している。

　○ＩＣＴを活用したコミュニケーションが活発化

総務省の「ソーシャルメディアの利用実態に関する調査研究」によると、ブログの利用率が77.3％となるなど、ＩＣＴを活用したコミュニケーションが活発化している。

また、絆が近年薄れてきていると感じている人の３割強が、ブログやＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）により「友人・知人の絆が深まった」と答えており、ソーシャルメディア※の活用による絆の構築が徐々に浸透してきている。
※ソーシャルメディアとは、ユーザーが情報を発信し、形成していくメディアのこと。個人が発信する情報が不特定多数のユーザーに対して露出され、閲覧したユーザーは返信することができる。ユーザー同士のつながりを促進する様々なしかけが用意されており、互いの関係を視覚的に把握できるのが特徴。
ソーシャルメディアの例として、ブログ、ＳＮＳ、動画共有サイト、掲示版などがあげられる。

⑤行政の変化

　○福祉経費は一貫して増加し、財政の硬直化が進む
個人市民税が伸び悩む中で本市の決算額は縮小傾向にあるが、福祉経費は一貫して増加し、平成20年度決算で歳出全体に占める割合は30.1％となっている。

　　また、税収などの一般財源のうち、人件費などの事務的経費が占める割合を示す「経常収支比率」は増加の一途である。平成20年度決算では経常収支比率が94.7％となっており、財政の硬直化が進んでいる。
　○行政需要は増大・多様化

本市では膨大な施設を保有しているが、昭和40年代以降の人口急増期に集中整備した施設が老朽化を迎えるため、今後、保全費の増加が見込まれる。
一斉に老朽化する社会資本ストックへの対応も必要であるが、そのほかにも、低迷する経済への対策、深刻化する環境問題への対応など、行政に対する需要はさらに増大・多様化していくと考えられる。
○地方分権の流れに伴い、自治体の責任・役割は増大

さまざまな行政課題に対して中央政府が画一的に意思決定を行うのではなく、地域の課題への対応は地域が考え、柔軟に行動する「地方分権」の流れは今後加速すると考えられる。こうした中、地方自治体としての横浜市の責任と役割は、ますます大きくなっていくと見込まれる。
（３）まとめ

様々な市民像や今後想定される変化（年齢構成、家族、地域、コミュニケーション、行政）を踏まえると、次のことが言えるのではないか。
○対象を明確にすること

「市民」を一律にとらえるのではなく、「様々な市民像」にあるように、置かれている状況は多様である。どのような市民なのか、明確なイメージを持った対策が重要である。
今後は単独世帯が増加していくことが想定されることから、個別化・多様化はますます加速するものと考えられる。

○対処療法ではなく、発想そのものを転換する必要性を認識すること
今後予想される年齢構成や、家族、地域、行政の変化は、これまでの福祉社会を支えてきた、「自助※」、「共助※」、「公助※」の持つ機能を低下させる恐れがある。
　これらの変化は、戦後の福祉社会のシステムが前提としてきた条件を大きく変えるものである。希望の持てる福祉社会を構築していくためには、既存の社会システムの延長線上で対策を講じるだけでは不十分である。

※自助：市民個人（あるいは家族）の労働や資産、年金収入等により自らの生活を支え、また、自らの健康は自ら維持することを指す。
※共助：インフォーマルな相互扶助（例えば、近隣の助け合いやボランティア等）を指す。

※公助：自助・互助では対応できない困窮等の状況に対応し、所得や生活水準・家庭状況等の受給要件を定めた上で必要な生活保障を行う社会福祉や、社会保険のような制度化された相互扶助を指す。
２　横浜における福祉社会構築の方向性とは　　　　　　　　　　　　
様々な市民像や今後予想される変化を踏まえ、横浜における福祉社会構築の方向性を考えていくこととする。

市民の基礎的な生活を支えるのが社会保障制度（公助）であり、生活保護や年金・保険制度などは、基本的には所得の再分配を行うことで、市民の経済的な保障を提供してきた。

しかし、こうした所得の再分配では、人口が減少する一方で受給者たる高齢者の比率が上がれば、社会全体の負担は重くなる一方である。これまでのように人口が増加する状況においては、こうした社会保障制度は効果的に機能してきたが、今後見込まれる人口構成の変化を考えると、従来の社会保障（公助）だけでは、将来にわたって市民に安心を提供できないことは、明らかである。

超高齢化する横浜を支えていくためには、既存の「公助」のほころびを直すのではなく、市民の自立（自助）を支援し、地域でお互いに助け合う（共助）仕組みを強化するとともに、それらを「公助」とうまく組み合わせ、社会の力を総動員することが必要不可欠である。
（１）自助の領域の方向性　～経済的自立の支援と、家族機能の代替～
・これまで家族がどのような役割を担ってきたか。

・また、企業の家族的な経営が、福祉社会においてどのような役割を果たしてきたか。

・核家族化が進み、「個」が進む中で、家族から個に着目した支援が必要になってくるのではないか。

【方向性１】

家族に代わり、これまで家族が担ってきた部分（サービス）を支える概念や仕組みが出来上がっている。
核家族化の進展にともない、家族が急速に力を失っていく中で、生活支援（買い物支援・移動支援など）など、これまで家族が担ってきた部分（サービス）を支える必要がある。

現状では、家族に代わってこうした需要を支える概念や仕組みがなく、早急に対応策を考える必要があり、また、その中で果たすべき行政の役割を明確にすべきである。
【方向性２】

住まいの確保や資産の有効活用などにより、高齢者の経済的自立度が高まっている。
　住居に関する費用は、老後の生活における費用の大部分を占めており、住居がきちんと確保されれば、何とか年金で暮らしていけるという人は多い。

また、日本には、1500兆円という巨額の個人金融資産があるが、それは個人資産の30％に過ぎない。それ以外に70％の実物資産があり、そのほとんどは住宅・宅地資産である。

こうした資産を活用し、所得化することで高齢者の経済的自立を高めることができれば、若年層の負担を軽減することが可能である。
（２）共助の領域の方向性　～地域活動の活性化～

ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）とは、人々の協調行動を活発にする「信頼性」「互酬性」「市民参加のネットワーク」といった社会組織の特徴をいい、ソーシャル・キャピタルが充実している地域では、地域経営が効率的に機能するほか、人々の安心感を醸成する可能性があるとの研究成果も多数報告されている。
町内会や自治会への加入率は減少傾向にあるが、このまま地域における協力関係が弱まっていけば、地域経営は非効率となり、不安感は高まっていく。少子高齢化が進みグローバルな競争が進む中で、地域社会は自らソーシャル・キャピタルを充実させ、自前の知識や資源で問題を解決していくことが重要である。
【方向性１】

郷土愛をもった市民が、それぞれの得意な分野を生かし、地域の活動に積極的に参加する意識が醸成されている。

近年、地球環境への関心を中心に、市民の社会貢献に対する意識は高まってきている。こうした関心の対象が、環境問題にとどまらず福祉社会への貢献にも向けられ、郷土愛をもった市民が、それぞれの得意な分野を生かし、地域の活動に参加する意識が醸成されていることが、共助を育むうえでまず何よりも必要である。

【方向性２】

市民が、気軽に地域の活動に参加できる受け皿や仕組みが構築されている。

地域に関心のある市民が増えたとしても、その受け皿がないと、活動の促進は難しい。積極的に参加しようとする市民の意欲を受け止め、それを活用できる仕組みが必要である。

【方向性３】

地域に根差した自治会・町内会の活動と、機能集団（ＮＰＯ）の活動がうまく連携し、地域における「共助」が効果的に機能している。

情報化やネットワーク化により、旧来の社会システムを凌駕するスピードと量で公共に対する需要が出てきている。こうした需要に対して柔軟に、迅速に応えていけるのは、ＮＰＯをはじめとした新しい柔軟なものの考え方なのではないか。
　一方で、地域での活動は、相互の信頼によるところが大きく、よそから来たＮＰＯが、一朝一夕に地域で活躍できるわけでもない。
地域に根差した自治会・町内会の活動と、機能集団（ＮＰＯ）の活動がうまく連携し、地域における「共助」が効果的に機能していることが大切である。

（３）公助の領域の方向性　～社会保障制度の安定的な運用～

・社会保険などの社会保障制度は、国のシステムによるところが大きく、一自治体である横浜市がこれらの制度を直接的に改正することはできない。

・社会保障制度の改正は一義的に国の問題ではあるが、今後、地方分権がますます進んでいく中で、地域の活性化を図り社会保障制度の安定的運用につなげていくなど、横浜市ができる役割は大きい。
【方向性１】

生産年齢人口の流入などにより地域が活性化され、福祉社会の支え手が増加している。

市の財政基盤を強化し、横浜に若年世代をどうやって多く入れ込んでくるか。高齢化の問題を高齢者の問題として特化するのではなくて、ワーク・ライフ・バランスやディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）など、若い世代が最も過ごしやすいということを宣言することで、全国から意欲のある活動的な方々が横浜に居住するというのが、地域を活発化し、孤立を予防し、供給を潤沢にし、そして財政的にも安定化させていくことにつながるのではないか。
【方向性２】

行政サービスの選択により、財源や人員をより効果的な事業へ集中的に投入している。

市の財政を取り巻く状況は厳しく、行政サービスを今後も幅広く提供していくだけの体力は期待できない。高齢者支援といっても、比較的裕福な高齢者層も多く存在する一方、「生産年齢人口」として福祉社会の支え手となるべき若年層の疲弊も見られる。

年齢要件で一律的に行政サービスを提供するのではなく、最小限のサービスは保障しつつも、選択と集中により行政サービスのメリハリを利かせる必要がある。
【方向性３】

拡散型都市から集約型都市へ移行し、社会全体の負担が現在よりも抑えられている。

居住地域が集約化されれば、必要な公共投資は大幅に削減することが可能となる。面から点への投資になることにより、あらゆるインフラ投資が効率化され、整備の必要な道路も減る。医療、介護なども集積により効率的なサービスが可能となるからである。
しかしながら、社会的なコンセンサスを得ながら、居住の形態を変えていくためには、超長期的な視点で、計画を進めていく必要がある。
３　そのために行うべき具体的な行動　　　　　　　　　　　　　　
（１）自助の領域

【論点①】
これまで家族が担ってきた部分を支えるには、どうしたらよいか。
　（論点として設定した課題認識等）

これまで家族が担ってきた部分（サービス）を支えるためには、従来の地縁型組織（自治会・町内会）や、テーマ型組織（NPO）には限界があるのではないか。

（解決のヒント・事例等）

　　○従来の組織（自治会・町内会等）よりも小さい単位の仕組みとして、地域の人たちが世代を超えて実家のように集える「家」（例：「なんちゃって実家」）が、今後普及できないか。

○高齢者専用賃貸住宅（高専賃）の整備と連携しながら、家族に代わるミニ・コミュニティの取組を進めたり、国土交通省が進めている長期優良住宅先導的モデル事業（21年度）において、ホームシェアプログラムの検討が行われているように、学生と高齢者の同居を推進したりするなど、住まい方と家族機能の代替を一体的に考えることで、解決の糸口が見えないか。

○家族的な支援というのは、広く薄く展開することはあまり効果的ではない。８つの市民像にもあるように、強いリスクを抱えている市民を対象として、ともに課題に対峙し、自力で解決を図るよう、支援していく「伴走的支援」を推進することができないか。

　○ゴジカラ村（愛知県長久手町）では、2003年に「ほどほど横町」という木造住宅が連なる一角をつくり、家族１世帯、女性会社員４人、介護度３以上の高齢者13人が入居する「ぼちぼち長屋」、デイサービスセンター、訪問看護センター、小料理屋と喫茶店を入れた。介護施設ではないので、ケアは介護保険のサービスを利用し、入居者同士の助け合い、家族の協力も得ながらいろいろな人とかかわって暮らしている。

【論点②】
どうすれば経済的自立を支援できるか。

　
（論点として設定した課題認識等）

○経済的自立を支援するためには、まず、高齢者が所有している資産を有効に活用し、支出可能な「所得」とすることが重要なのではないか。
○所得を増やす以外の方策として、支出を減らすという方向性も考えられないか。
（解決のヒント・事例等）

○持ち家など自己所有の不動産を担保として融資を受け、死後不動産を売却して返済するという「リバースモーゲージ」の活用が考えられないか。
　リバースモーゲージは、過去に導入されたものの、「家や土地は子孫に残すもの」という意識が根強かったことなどから、普及は進んでいない。しかし、家族像が変化していく中で、不動産や預貯金をできるだけ残そうとする意識から、資産の有効活用によって自らの生活費、医療・介護費用等の支出にゆとりを得る生活への転換が今後進んでいくのではないか。

○実物資産以外にも、多額の金融資産を所有していながら、将来の不安に備えるために、過度に貯蓄して消費に回すことができないまま亡くなるというケースが多いのではないか。またそうした資産は高齢化した子供に相続され、引き続き将来の不安への備えとして貯蓄（固定化）されてしまう。例えば、商店街と連携し、消費のインセンティブを付けた地域商品券を開発することで、貯蓄から消費に回す（つまり、若年層への所得に回す）ような取組ができないか。
○生活をしていくうえで、支出における一番大きなウェイトを占めるのは住居費である。こうした住居に関する支援（必ずしも金銭的支援である必要はなく、空き家のあっせんなど）により、生活するための基礎的な支出を抑制することも考えられるのではないか。さらに、こうした支出抑制の取組は、将来への不安への対応にもつながり、消費の拡大にもつながるのではないか。
（２）共助の領域

【論点③】
どうすれば、市民が地域活動に興味を持つか。

（論点として設定した課題認識等）
○行政からの情報提供は、「広報よこはま」やホームページ広報という形で行われているが、こうした広報は、情報提供としての機能は有しているものの、市民を地域活動に「駆り出す」ための訴求力にかけるのではないか。
○地域活動を活性化するうえでは、経済的（金銭的）な価値のみならず、地域活動が活性化することへの価値を認めるなど、新たな価値観の醸成が重要なのではないか。
○社会活動に参加するためのハードルが高いのではないか。もう少し容易に参加できないか。

（解決のヒント・事例等）

○訴求力を高めていくために、当事者間の口コミの力を活用したり、社内報に取り上げてもらったり（そのことにより、少なくとも社内報編集部署の関心は格段に高まる）するなど、広報ツールの見直しを図ることが効果的なのではないか。
　　○葛飾区では、シニアを対象とした地域のミニコミ編集者養成講座を実施しており、この編集作業のプロセス自体が「わがまち」意識を高めている。

　　○他の事例においても「やらされる」のではなく、「やりたいからやる」という意識が重要。

○新たな価値観の醸成は、一朝一夕にできるものではなく、学校教育との連携など、地道な取り組みが必要なのではないか。

○地域活動に興味を持ってくださいと言っても、これまで地域活動に参加したことのない人がすぐに興味を持ち、活動に参加することは稀である。しかし、現在の仕事の延長上に、地域活動への参加という道があれば、比較的ハードルが低いのではないか。最近では、プロボノ（pro bono）という形の社会貢献の動きも見られる。これは、自分の職能と時間を提供して社会貢献を行うことである。今後、個人が業務で習得したスキルを生かして、その一部を社会に還元するという取組を推進できないか。
　　○労働力や金銭的な支援は難しくても、遊休化している資産を無償で貸し出すなど、画一的でない、多様な参加の仕方を示すことも重要なのではないか。
　　○地域活動＝ボランティアというのではなく、地域通貨を活用するなどして「互酬性」を担保することで、活動を促進できないか。
【論点④】
地域活動の「受け皿」をどう確保すべきか。「受け皿」とはどのような組織であるべきか。
　（論点として設定した課題認識等）

家族や地域などが変わっていく中で、地域活動の担い手も変わっていくのではないか。

また、地域活動を担う「リーダー」が確保できていないのではないか。

（解決のヒント・事例等）

　　○自治会・町内会の加入率の状況と、ＮＰＯの伸びを勘案すると、地域活動の今後の「受け皿」としては、ＮＰＯを軸に考えていくということになるのか。

　　○さらに、最近では、ＩＣＴを活用して、インターネット上のバーチャルなコミュニティも築かれつつある。ＩＣＴのコミュニケーションツールを活用して、失われた地域の絆を再生・再構築して、疲弊した地域社会を回復する効果について、総務省の情報通信白書でも検証されている。今後の地域の受け皿の一つとして認識し、これを活用した施策を考えることはできないか。

例えば、2009年の開港150周年を契機にY150市民参加プラットホーム運営委員会が設置した横浜の地域SNS「ハマっち！SNS」は、さまざまな地域活動・市民活動に役立つ仕組みとして、独自の役に立つ機能を提供している。

【論点⑤】
地縁型組織（自治会・町内会）と、テーマ型組織（NPO）がうまく連携するためには、どうしたらよいか。

（論点として設定した課題認識等）
　　○地縁型組織とテーマ型組織には、それぞれ強み・弱みがある。それぞれが連携を進め、強みを生かせば、地域の担い手として非常に高い効果が得られるのではないか。しかしながら、現状で両者の連携はまだ進んでいないのではいか。

（解決のヒント・事例等）

　　○自治会・町内会の加入率の状況と、ＮＰＯの伸びを勘案すると、地域活動の今後の「受け皿」としては、ＮＰＯを軸に考えていくということになるのか。

（３）公助の領域
【論点⑥】
地域を活性化し、社会の支え手を増やすにはどうしたらよいか

（論点として設定した課題認識等）
　　○社会の支え手を増やすために、生産年齢人口を受け入れることが重要である。そのためには、働く「場」を確保する必要があるが、たとえば、地域での福祉ニーズに対応するなど、いわゆる「地産地消型」の労働市場を拡大することは非常に重要なのではないか。どのようにすればこのような市場が拡大するのか。
○都内への通勤は可能であるわけだから、市内に働く場を必ずしも設けなくても、生産年齢人口を増やすことは可能である。たとえば、子育て支援、や小児医療費助成など、若年世代が引っ越し先を検討する際に、市内を選択するような、魅力的な制度を打ち出すことができればよい。どのような制度が効果的なのか。
○生産年齢人口を増やす選択肢の他に、元気な高齢者に、地域で活躍してもらうことは、地域の活性化に大いに効果があると考えられる。65歳以上になると一斉に引退するのではなく、これまで培ってきた知識やノウハウを生かしつつ、現役世代のような勤務形態ではないゆとりをもった働き方があってもよいのではないか。高齢社会にあった、柔軟な働き方があるのではないか。
　　○福祉社会の支え手として、福祉人材の確保の取組を進めているが、さらに進めるにはどうすればよいか。
【論点⑦】
行政として選択すべき・集中すべき領域や事業とはどこか
　（論点として設定した課題認識）

○今後、財政状況がさらに厳しくなってくれば、『生命を守る』ために削ることのできない事業しか存続しえず、よりよい生活を送るための生活支援に対する行政からの支出はできなくなるのではないか。

○これからの社会が直面する課題は、これまでの社会システムが抱える課題への対処療法では、対応できない。対処療法を繰り返すのではなく、遠く先を見据え、負の連鎖から抜け出すための投資的な事業に集中すべきではないか。
【論点⑧】
どのように社会全体の負担を抑えるか

　（論点として設定した課題認識）

○人口減少等を踏まえた郊外部のまちづくり検討調査（横浜市　平成22年3月）によると、駅周辺や徒歩圏への人口集積が進んでいる。社会全体の負担を抑えるために、コンパクトな都市づくりを進め、効率的なサービス提供していくことは可能なのか。
○高齢者専用賃貸住宅（高専賃）の整備を進めるにあたって、そこに介護事業所などを併設することで、効率的なサービス提供していくことができるのではないか。
○現在、現金で支給している各種補助がたくさんあるが、それを現物で支給することで、またその現物を格安で調達することで、財政上の負担を抑えられないか。

　たとえば、今後、郊外部を中心に多数の空き家が発生することが見込まれるが、住宅費の補助を出すのではなく、空き家を活用して住居そのものを提供することで、生活困難者の生活を支援できないか。
【参考】エリア別の人口動向（H７～H17 の10 年間）
	
	人口
	世帯数
	若年層
	高齢化率
	高齢者のみ

世帯率

	駅周辺
	11.0％増加
	14.0％増加
	19.3％増加
	4.1％上昇
	5.1％上昇

	徒歩圏
	9.1％増加
	11.1％増加
	8.9％増加
	5.2％上昇
	6.3％上昇

	バス15分圏
	4.4％増加
	9.4％増加
	2.4％減少
	6.8％上昇
	7.9％上昇

	バス15分圏外
	1.7％減少
	6.1％増加
	14.1％減少
	8.7％上昇
	9.8％上昇

	郊外部全体（※）
	7.2％増加
	11.0％増加
	6.3％増加
	5.7％上昇
	6.6％上昇


※郊外部とは、本市の都心部商業地域、臨海部及び市街化調整区域を除く地域を指す

出典：人口減少等を踏まえた郊外部のまちづくり検討調査（横浜市　平成22年3月）
　　　
４　最後に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【論点⑨】
自助・共助・公助の連携をどうするか
　（論点として設定した課題認識）

自助・共助・公助の、それぞれの力を高めていくことがもちろん重要であるが、はたして個別にとらえていてよいのか。それぞれが連携し、また好影響を与えながら、「社会全体の支える力」を高めていく必要があるのではないか。

そのために、どのような点に留意すべきか。
【論点⑩】
まず、何から、どのように着手するか

　（論点として設定した課題認識）

この答申で示す方向性や具体的行動は、多岐に渡り、それぞれが困難度の高い課題である。これらの課題に対して、全方位的に対応していくのか、それとも、まずはいくつかの施策に重点的・計画的に取り組んでいくのか。

また、行政だけでなく、課題を広く社会に提示し、企業や大学など様々な主体とともに、既存の社会資源をフル活用し、ゼロベースから議論を行うことが重要である。近年、企業の社会的責任（ＣＳＲ）への関心はますます高まっている。個人として地域の活動に参加できなくても、会社の一員として、職能を生かしながら社会に貢献できる仕組みがあるのではないか。
効果的に進めていくためには、取り組み方についても、検討する必要があるのではないか。

（解決のヒント）

　　○モデルをつくる

　　　①中心市街地でのモデル、②郊外大規模集合住宅でのモデル、③郊外の小規模戸建住宅のモデルを作ってみる。
　　　もちろん、市民像には多様性があるから、モデルが画一的に他の地域に当てはまるわけではないが、成功のヒント・エッセンスをもとに、各地域で工夫ができるよう、モデルに集中的・重点的に、「先行投資」的な概念をもって進めていく。
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